
地方創生2.0基本構想 骨子（案）の概要

地方創生をめぐる現状認識 ～これまでの10年を概観して～

○ 人口・東京一極集中の状況、地域経済の状況、社会情勢上の変化

○ これまでの地方創生10年の成果と反省

＜成果＞ 国を挙げた人口減少問題への対処の開始、地方移住への関心の高まり

＜反省＞ 若者や女性が地域から流出する要因へのリーチ不足、人口減少を受け止めた上での対応の不足

地方創生2.0の発進と展開 ～これからの10年を俯瞰して～

※５月22日 新しい地方経済・生活環境創生会議
（第９回）資料をもとに、北海道総合政策部作成
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１．目指す姿

①「強い」経済

②「豊かな」生活環境

③「新しい日本・楽しい日本」

■ 10年後に目指す社会像
・「新しい日本・楽しい日本」の実現に
向け、定量的なものを示す

２．基本姿勢・視点

○ 人口減少を正面から受け止めた上での施策展開

○ 若者や女性にも選ばれる地域づくり

○ 異なる要素の連携と「新結合」

○ 都市・地方の補完関係の強化と人材循環の促進

○ ＡＩ・デジタルなどの新技術の徹底活用と社会実装

○ 好事例の普遍化

３．政策の５本柱

（１）安心して働き、暮らせる地方の生活環境の創生

（２）付加価値創出型の新しい地方経済の創生

（３）人や企業の地方分散

（４）新時代のインフラ整備とデジタル・新技術の徹底活用

（５）広域リージョン連携

４．各主体が果たす役割

（１）国の役割

（２）地方公共団体の役割

①市町村の役割

・他地域の好事例、再構築・活用 など

②都道府県の役割

・複数市町村の課題の解決策提示

・市町村の補完体制の構築 など

（３）多様な地域のステークホルダーの役割
・ノウハウ等を活かした地域創生への貢献

５．今後の進め方

○国 ・令和７年中に総合戦略を策定

○地方 ・地方創生2.0に資する取組に早期着手

・地方版総合戦略の主体的な検証・見直し

○期間 ・令和16年度末までの10年間を対象

・中間年度の令和11年度に必要な見直し

６．政策パッケージ

○「３．政策の５本柱」ごとに、主な政策を提示
（詳細は次頁に記載）
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「６．政策パッケージ」 （主な記載）

（１） 安心して働き、暮らせる地方の生活環境の創生

○ 若者や女性にも選ばれる地方となるための
社会変革・意識変革

○ 社会の情勢変化に適応可能な将来を見据えた
地域の拠点づくり、人づくり

○ 災害から地方を守るための国を挙げた防災力強化

〔政策例〕

・ 地域の働き方・職場改革を起点とした社会変革

・ 将来を見据えた持続可能な地域のサービス拠点や運営体制づくり

・ 地域に愛着を持ち、地域で活躍する人材の育成

・ 避難所の生活環境の抜本的改善をはじめとした地域の防災力強化

（３） 人や企業の地方分散

○ 政府関係機関の移転

○ 本社機能の地方分散

○ 関係人口の量的拡大・質的向上、
副業・兼業の推進

〔政策例〕

・ 政府関係機関や本社機能の地方分散

・ 関係人口の量的拡大、質的向上

・ 都市部人材の地方での活用促進、副業・兼業の推進

・ 事業承継の担い手となる人材の確保

（２） 付加価値創出型の新しい地方経済の創生

○ 多様な地域資源（農林水産物・食品、文化資源、スポーツ、
コンテンツ、 自然環境等）を最大限活用した
高付加価値型の産業・事業を創出 （観光、海外展開等）

○ 多様な主体の連携による地域の支援体制の構築

○ イノベーティブな人材の呼び込み

〔政策例〕

・ 「新結合」を全国各地で生み出す新たな取組の推進

・ 地域経済を牽引する中堅・中小企業の支援体制の構築

・ 再生可能エネルギーを活用した地域GXイノベーションモデルの創出

・ 産官学共創に向けた拠点の形成、スタートアップ拠点都市の拡大

（４） 新時代のインフラ整備とAI・
デジタルなどの新技術の徹底活用

○ GX・DX時代の新たな産業集積に向けた
インフラ整備

○ AI・デジタルなどの新技術の社会実装等

○ AI ・デジタルなどの新技術の利活用に
向けた基盤整備

〔政策例〕

・ ワット・ビット連携の推進

・ GX産業立地の推進

・ スマート農林水産業

・ AI時代のデジタル人材育成

（５） 広域リージョン連携

○ 都道府県域を超える
広域リージョン連携の推進

○ 広域連携でのインフラ管理

〔政策例〕

・広域リージョン連携の推進
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